
平成 14年 3月期 決算短信 (連結)  平成 14年 5月 2日

上   場   会   社   名       株式会社  ムトウ 上場取引所東 名

コード番号       8005 本社所在都道府県

（ＵＲＬ http://www.mutow.com/）

問合せ先  責任者役職名 経 理 部 長 静岡県

　　　　 氏　　    名 松 枝 仁 志 TEL (053) 464 - 1126
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 2日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 58,202 △ 5.5 578 △ 72.2 900 △ 61.6

13年  3月期 61,601 △ 8.6 2,081 △ 12.8 2,344 △ 11.9

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 70 △ 94.9 2.72 - 0.3 1.9 1.5

13年  3月期 1,384 △ 38.7 53.52 - 6.5 4.8 3.8

(注)①持分法投資損益 14年  3月期           -        百万円          13年  3月期           -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  3月期    25,724,688 株　　　13年  3月期    25,875,305 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 45,163 21,462 47.5 834.33

13年  3月期 47,655 21,760 45.7 846.46

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期    25,724,653 株　　　13年  3月期    25,708,021 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 △ 763 38 △ 1,066 4,736

13年  3月期 1,004 △ 752 △ 4,272 6,528

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  4　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

中間期 28,800 300 140

通　　期 60,000 1,000 500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     19 円  44 銭

当　期　純　利　益

総  資  産

財務活動による
キャッシュ・フロー

株  主  資　本 株主資本比率

投資活動による
キャッシュ・フロー

売　　上　　高 経　常　利　益

１株当たり株主資本

※  上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
  よって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の8ページをご参照ください。

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

当期純利益

現金及び現金同等物
期　末　残　高

営業活動による
キャッシュ・フロー
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企 業 集 団 の 状 況            

当企業集団は、連結財務諸表提出会社（当社）及び連結子会社４社で構成されており、主な事業は、生活関連商品を一般

の個人顧客ならびに全国の諸組織団体の会員に対し、カタログによる通信販売を中核として、流通、情報、サービス及びそ

の周辺の関連分野での多角的な事業を行っております。

なお、当企業集団の主な事業の内容、当該事業における位置づけ、事業の種類別セグメントとの関連及び事業系統図は次

のとおりであります。

区 分       会 社 名        主  な  事  業  の  内  容

㈱ム ト ウ         

（ 当 社 ）          
カタログ通信販売業

通 信 販 売 事 業        

㈱ムトウ流通センター 商品の出荷・保管請負業

金 融 事 業        ㈱ムトウクレジット         割賦債権買取業、融資業

情 報 処 理 事 業        ㈱ミ ッ ク         情報処理業

そ の 他 の 事 業        ㈱ム ト ウ サ ー ビ ス         衣料品の店舗小売業、法人向け商品斡旋業

お 客 様       

（通信販売事業） （ 金 融 事 業 ）        

㈱ムトウ流通センター ㈱ムトウクレジット         

割賦債権の
売却

商品の出荷業務の
委託、商品の保管

業務の委託

（情報処理事業） （その他の事業）

㈱ミ ッ ク         ㈱ム ト ウ サ ー ビ ス         

情報処理業

務の委託

㈱

ム

ト

ウ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

商品の販売
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経 営 方 針      

１．経営の基本方針

当社グループ（以下「当社」という。）は、「信頼される企業、奉仕の精神」を社是とし、お客様、株主、取引先、

社員及びその他のステークホルダーに対し、満足の得られる経営を行い、社会に貢献することを基本理念としておりま

す。そして、この社会的使命の達成に向けて不断の努力を続けるとともに、事業活動の効率化、財務体質の強化及び

キャッシュ・フロー重視の事業活動を推進し、企業価値の最大化を目指してまいります。

２．利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様への安定的利益還元を経営の最重要政策のひとつとして位置付けるとともに、業績に基づく成果

配分を実施していくことも基本的な方針としております。また、内部留保金につきましては、企業間競争力の維持・強

化を図り、企業体質をより盤石なものとするための投資などに活用してまいります。

３．目標とする経営指標

当社は、利益重視の視点から売上高経常利益率５％以上を経営指標としております。

４．中長期的な経営戦略

今後３ヵ年の中期経営戦略の重点方針として以下の項目を掲げ、その達成に向け邁進してまいります。

(１) デフレ経済下において、安定した収益を確保できる事業体とするため、事業構造の再構築を図る。特に通信販売事

業においては、その基本となる商品力、媒体力、販売効率のさらなる向上に向けた施策を実施する。

(２) より多くのお客様に、数ある通信販売企業の中から当社の商品を選択していただき、永きにわたり良好な関係を築

いていけるよう、ムトウ独自のブランド価値（ムトウらしさ）創造に取組み、ブランドビジョンに基づいた商品・カ

タログづくりに傾注する。

(３) ２０代女性向けファッション情報誌を活用した雑誌通販ビジネスならびに月別にご希望の商品が購入できる予約型

通販ビジネスを新たな事業として確立する。

(４) 通信販売事業で構築した当社の事業ノウハウや物流施設などを活かした通販代行ビジネスを「通販ソリューション

ビジネス」として位置付け、積極的にグループ外企業に提案することにより、業容を拡大する。

(５) 「企業は人なり」の考え方のもと、人材育成に積極的な投資を行うとともに、成果主義に基づいた人事評価制度へ

変更するなど、人事制度を抜本的に改革し、社員のモチベーションと組織の活性化を図る。

(６) 通信販売事業におけるインターネットの有効活用を推進し、効率的な事業運営を行うとともに、インターネットビ

ジネスを確立する。

(７) ムトウ本社ビルにおける環境マネジメントシステム（平成１３年３月にＩＳＯ１４００１の認証を取得）の認証範

囲をアネックスビルなどに拡大することを目指すとともに、環境適合商品の企画、アマゾン植林活動団体への支援、

容器・包装の簡素化や資源のリサイクル化などの環境保全活動を推進する。

(８) 企業としての社会的使命の達成に向け、安全かつ健全な事業活動を基本とし、経営リスクに対する危機管理の強化

を図る。
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５．コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組み

当社は、情報開示をコーポレート・ガバナンスの基本のひとつと位置付け、ＩＲ活動を積極的に推進しております。

また、タイムリーな情報開示として、ホームページへの業績情報の掲載（月次売上高情報など）も実施しております。

株主総会におきましては、多数の株主の皆様にご出席いただくため、集中日を避けて開催するとともに、株主総会の

充実を図るため、連結業績内容の説明も実施しております。

今後につきましては、これらの情報開示をより一層充実させるとともに、企業をとりまく環境が刻一刻と変化してい

くなか、安全かつ健全なる事業活動を推進するためのムトウグループ全体のリスク管理システムを構築し、コーポレー

ト・ガバナンスのさらなる強化を図ってまいります。

また、取締役会の機能強化をはじめとする経営管理体制の改革につきましては、予定されている商法改正に向け、現

在検討を重ねております。
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経営成績及び財政状態          

１．経営成績

 ( １)  当期の概況

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益
ＲＯＥ

百万円 百万円 百万円 百万円 円 ％
平成 14 年３月期 　 58,202      578       900    70       2.72       0.3

平成 13 年３月期 61,601     2,081   2,344    1,384      53.52       6.5

増　減　率 △　5.5 △　72.2 △　61.6 △　94.9 △　94.9 △　95.4

当期におけるわが国の経済は、ゆるやかなデフレが続くなか、米国経済の失速のあおりを受け、輸出や設備投資は

大幅に減少しました。さらに個人消費も、雇用情勢の悪化にともない完全失業率がこれまでにない高さに上昇したこ

とや、所得の停滞などにより冷え込み、景気は依然として悪化した状況で推移しました。

小売業界におきましても、消費マインドが冷え込み、一部高額品の販売が好調だったものの、商品の低価格化の傾

向がますます顕著になるなど、大変厳しい状況が続きました。

このような情勢下におきまして、当社は、商品力の強化や基幹カタログ４誌のリニューアルなどの諸施策を積極的

に推進してまいりましたが、長引く個人消費の低迷と小売業界における商品の低価格化のあおりを受け、売上高は

５８２億２百万円（前期比５．５％減）と前期を下回ることとなりました。また、利益面におきましても、売上高の

減少にともなう売上総利益の減少と販売費及び一般管理費の増加により、連結経常利益は９億円（同６１．６％減）

と前期を下回りました。

さらに連結当期純利益は、株価の下落にともなう投資有価証券評価損４億８８百万円を特別損失として計上したこ

とから、７０百万円（同９４．９％減）となりました。

連結利益の推移
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 ( ２)  セグメント別の状況

①  通信販売事業

当社は、商品力の強化をテーマとし、主要取引先との取組みのもと、異なる販売チャネルにおいて商品・素材の

共通化を進めるなど、当社独自の商品づくりに向けた商品企画・開発の充実を図るとともに、カタログごとにター

ゲット顧客を見直し、それにともなうカタログ表現の変更、カタログ展開回数の増加など、基幹カタログ４誌のリ

ニューアルを図ってまいりました。

さらに本格的な稼動を開始した高丘総合物流基地の物流インフラを活用し、受注商品の即日出荷対応、入荷物流

の合理化などの新たな物流改革を実施してまいりました。また、グループ企業における通販代行ビジネスに関する

営業情報を一元化し、通販代行ビジネスを通販ソリューションビジネスと位置付け、引き続き積極的に推進してま

いりました。

これらの営業活動を行ってまいりましたが、長引く個人消費の低迷と小売業界における商品の低価格化のあお

りを受け、売上高は５２３億８１百万円（前期比６．０％減）となり、また営業利益は１０百万円（同９９．２％

減）となりました。

②  金融事業

金融事業におきましては、割賦債権買取業や融資業において、長期安定利益確保のための堅実な営業基盤づくり

を推進するとともに、競合や市場の変化に対応した内部体制の構築に取り組んでまいりました。

この結果、取扱高は１２２億６３百万円（前期比１．９％増）、営業収益は１７億６４百万円（同１．６％減）

となり、営業利益は１億９２百万円（同３９．３％減）となりました。

③  情報処理事業

情報処理事業におきましては、ソフトウェアプロダクト業、システム開発受託業ならびに通販ソリューション業

などの外販の拡大に取り組んでまいりました。

この結果、売上高は１８億８３百万円（前期比５．３％増）となり、営業利益は１億１４百万円（同５１．４％

減）となりました。

事業部門別連結売上高の推移

58,202

67,078 67,737 67,410

61,601

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000
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（百万円）

通信販売事業 金融事業 情報処理事業 その他の事業
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④  その他の事業

その他の事業におきましては、法人向けユニフォーム販売、損害保険代理店業などを積極的に推進するとともに、

店舗小売業における商品・販売政策の見直しに取り組んでまいりました。

この結果、売上高は２１億７２百万円（前期比４．９％減）となり、営業利益は６０百万円（同８８．５％増）

となりました。

２．財政状態

 ( １)  キャッシュ・フローの状況

当期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期に比べ１７億９１百万円減少

し４７億３６百万円（前期比２７．４％減）となりました。これは、税金等調整前当期純利益が３億５２百万円（同

７４．２％減）となったほか、たな卸資産の増加、仕入債務の減少、法人税等の支払いなどにより営業活動による資

金が７億６３百万円減少したことや、借入金の返済、配当金の支払いなどの財務活動による資金が１０億６６百万円

減少したことなどによるものであります。

①  営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果使用した資金は７億６３百万円となりました。この主な減少要因は、たな卸資産の増加６億２百

万円、仕入債務の減少７億３７百万円、法人税等の支払額９億１４百万円であり、増加要因としては、税金等調整

前当期純利益３億５２百万円、減価償却費５億２３百万円、投資有価証券評価損等４億９１百万円であります。

②  投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果得られた資金は３８百万円となりました。この主な増加要因は、投資有価証券の売却３億９９百

万円であり、減少要因としては固定資産の取得１億７８百万円、投資有価証券の取得１億３７百万円であります。

③  財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は１０億６６百万円（前期比７５．０％減）となりました。これは主に借入金の返

済６億８９百万円、配当金の支払額３億８７百万円によるものであります。

１株当たり情報の推移
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 ( ２)  今後の課題と次期の見通し

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円

平成 15 年３月期 　　 60,000         670       1,000         500        19.44

平成 14 年３月期      58,202         578         900          70         2.72

増　減　率         3.1        15.7        11.0       613.3        614.7

今後の経済の見通しにつきましては、景気の下げ止まりの兆しが一部見え始めたものの、デフレや国内産業の空洞

化、高水準の完全失業率など、雇用情勢・所得環境の不安から個人消費も引き続き低調に推移するものと思われます。

また、小売業界におきましても、消費マインドの冷え込みや商品の低価格化の傾向がより一層鮮明になるなど、企

業を取り巻く環境はますます厳しくなるものと予想されます。

このような情勢をふまえ、当社は、お客様にご満足いただける商品やサービスを提供していくことはもとより、活

力に満ちた魅力ある新しいムトウに生まれ変わるため、当社独自のブランド価値（ムトウらしさ）創造に取組み、明

確なブランドビジョンに基づいた商品・カタログ・社内の体制づくりをしてまいります。また、２０代女性向け

ファッション情報誌（雑誌名「ファッション・ハート」）を活用した雑誌通販ビジネスを本年４月に開始し、７月に

は月別にご希望の商品が購入できる予約型通販ビジネスをスタートしてまいります。また、引き続き高丘総合物流基

地の物流インフラを活用し、物流品質の向上及び物流コストの削減を図ってまいります。加えて、通販ソリューショ

ンビジネスも、グループ企業の力をより一層結集し、業容の拡大を目指してまいります。

上記の諸施策を実施することにより、次期の業績見通しとして連結売上高６００億円（同３．１％増）、連結経常

利益１０億円（同１１．０％増）、連結当期純利益５億円（同６１３．３％増）を見込んでおります。

３．配当金と株式政策

当社は株主の皆様への安定的配当を行うことを利益配分の方針としていることから、当期末の株主配当金につきまし

ては１株当たり７．５円とさせていただきます。これにより中間配当金７．５円と合わせ、年間配当金は１５円となり

ます。

次期の株主配当金につきましては、中間配当金７．５円、期末配当金７．５円、年間配当金１５円を予定しておりま

す。

株式政策につきましては、現在当社では、株主重視の観点から、株式の流通活性化及び投資家層の拡大を資本政策上

の重要政策と位置付け、投資家の皆様により投資しやすい環境を整えるために、１単元（１，０００株）の投資単位の

引き下げを鋭意検討中であります。
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連 結 財 務 諸 表 等            

連結貸借対照表

（単位  百万円）

当連結会計年度

（平成14年３月31日）

前連結会計年度

（平成13年３月31日）

年 度 別    

科 目    金 額      構成比 金 額      構成比

比較増減

（ 資 産 の 部 ）          ％ ％

Ⅰ  流 動 資 産         

１  現 金 及 び 預 金         4,736 6,534 △ 1,797

２  受取手形及び売掛金          ※3 20,124 20,143 △ 19
３  営 業 貸 付 金         3,309 3,258 50

４  た な 卸 資 産         3,220 2,618 602
５  商 品 調 整 引 当 金         △ 156 △ 118 △ 38

６  繰 延 税 金 資 産         473 463 10

７  そ の 他         1,332 1,987 △ 655
８  貸 倒 引 当 金         △ 498 △ 516 18

流 動 資 産 合 計           32,543 72.1 34,372 72.1 △ 1,828

Ⅱ  固 定 資 産         
 (１) 有 形 固 定 資 産          

１  建 物 及 び 構 築 物         7,936 7,869
減 価 償 却 累 計 額         △ 4,084 3,852 △ 3,765 4,103 △ 251

２  土 地         5,181 5,181 －
３  そ の 他         1,846 2,163

減 価 償 却 累 計 額         △ 1,456 389 △ 1,619 544 △ 154

有 形固定資産合計          9,423 20.8 9,829 20.6 △ 406
 (２) 無 形 固 定 資 産          174 0.4 148 0.3 25
 (３) 投 資その他の資産          

１  投 資 有 価 証 券         1,737 2,180 △ 442

２  繰 延 税 金 資 産         671 473 197
３  そ の 他         653 695 △ 42

４  貸 倒 引 当 金         △ 39 △ 45 6

投資その他の資産合計          3,022 6.7 3,304 7.0 △ 282

固 定 資 産 合 計           12,620 27.9 13,283 27.9 △ 662

資 産 合 計           45,163 100.0 47,655 100.0 △ 2,491
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（単位  百万円）

当連結会計年度

（平成14年３月31日）

前連結会計年度

（平成13年３月31日）

年 度 別    

科 目    金 額      構成比 金 額      構成比

比較増減

（ 負 債 の 部 ）          ％ ％

Ⅰ  流 動 負 債         
１  支払手形及び買掛金          ※3 9,720 10,487 △ 767

２  短 期 借 入 金         3,330 4,792 △ 1,462
３  未 払 金         1,845 2,202 △ 357

４  未 払 法 人 税 等         304 723 △ 419

５  賞 与 引 当 金         593 586 7
６  そ の 他         2,115 2,024 90

流 動 負 債 合 計           17,908 39.7 20,817 43.7 △ 2,908

Ⅱ  固 定 負 債         
１  長 期 借 入 金         4,565 3,792 773

２  繰 延 税 金 負 債         － 1 △ 1
３  退 職 給 付 引 当 金         870 969 △ 99

４  役員退職慰労引当金         158 150 8

５  そ の 他         197 162 34

固 定 負 債 合 計           5,792 12.8 5,076 10.6 715

負 債 合 計           23,700 52.5 25,894 54.3 △ 2,193

（ 資 本 の 部 ）          

Ⅰ  資 本 金         4,453 9.9 4,453 9.4 －

Ⅱ  資 本 準 備 金         5,925 13.1 5,925 12.4 －

Ⅲ  連 結 剰 余 金         11,300 25.0 11,615 24.4 △ 315

Ⅳ  その他有価証券評価差額金         308 0.7 303 0.6 4

Ⅴ  自 己 株 式         △ 524 △1.2 △ 537 △1.1 12

資 本 合 計           21,462 47.5 21,760 45.7 △ 297

負 債 資 本 合 計           45,163 100.0 47,655 100.0 △ 2,491



株式会社  ムトウ

- １１ -

連結損益計算書

（単位  百万円）

当連結会計年度
（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

前連結会計年度
（自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日）

年 度 別    

科 目    金 額      百分比 金 額      百分比

比較増減

％ ％
Ⅰ  売 上 高          58,202 100.0 61,601 100.0 △ 3,399

Ⅱ  売 上 原 価             ※1､2 33,232 57.1 35,148 57.1 △ 1,916

売 上 総 利 益          24,970 42.9 26,452 42.9 △ 1,482

Ⅲ  販売費及び一般管理費
１  運 賃 諸 掛          2,100 2,162

２  広 告 宣 伝 費          10,334 10,290
３  貸 倒 引 当 金 繰 入          273 59

４  給 料 手 当          4,905 4,949

５  賞 与 引 当 金 繰 入          530 525
６  退 職 給 付 費 用          647 596

７  役員退職慰労引当金繰入          42 56
８  そ の 他          5,556 24,391 41.9 5,731 24,371 39.5 20

営 業 利 益          578 1.0 2,081 3.4 △ 1,503

Ⅳ  営 業 外 収 益          

１  受 取 利 息          8 39
２  不 動 産 賃 貸 料          142 129

３  カ タログ売却収入          68 68
４  そ の 他          191 410 0.7 193 430 0.7 △ 19

Ⅴ  営 業 外 費 用          

１  支 払 利 息          67 76
２  出 資 金 運 用 損 失          2 33

３  金利キャップ評価損          0 26

４  そ の 他          17 88 0.2 31 168 0.3 △ 79

経 常 利 益          900 1.5 2,344 3.8 △ 1,443

Ⅵ  特 別 利 益          

１  償 却 債 権 取 立 益          7 3
２  補 助 金 受 入 益          － 7 0.0 8 11 0.0 △ 4

Ⅶ  特 別 損 失          

１  固 定 資 産 売 却 損           ※3 5 0
２  固 定 資 産 除 却 損           ※4 39 63

３  投資有価証券評価損          488 102

４  退職給付会計基準変更時差異          － 733
５  そ の 他          21 555 0.9 87 987 1.6 △ 432

税金等調整前当期純利益          352 0.6 1,368 2.2 △ 1,015
法人税、住民税及び事業税          418 860

過 年 度 法 人 税 等          76 －
法 人 税 等 調 整 額          △ 212 282 0.5 △ 876 △ 16 △0.0 298

当 期 純 利 益          70 0.1 1,384 2.2 △ 1,314
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連結剰余金計算書

（単位  百万円）

当連結会計年度
（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

前連結会計年度
（自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日）

年 度 別    

科 目    金 額      金 額      

比較増減

Ⅰ  連結剰余金期首残高          11,615 10,666 949

Ⅱ  連 結剰余金減少高          

１  配 当 金            385 391
  ２  自 己 株 式 消 却 額            － 385 44 435 △ 49

Ⅲ  当 期 純 利 益          70 1,384 △ 1,314

Ⅳ  連結剰余金期末残高          11,300 11,615 △ 315
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連結キャッシュ・フロー計算書

（単位  百万円）

当連結会計年度
（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

前連結会計年度
（自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日）

年 度 別    

項 目    金        額 金        額

比較増減

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー
      税金等調整前当期純利益 352 1,368 △ 1,015

      減価償却費 523 600 △ 76
      貸倒引当金の増減額（△減少） △ 24 △ 263 239

      商品調整引当金の増減額（△減少） 38 △ 24 62

      賞与引当金の増減額（△減少） 7 6 0
      退職給付引当金の増減額（△減少） △ 99 969 △ 1,068

      役員退職慰労引当金の増減額（△減少） 8 7 1
      受取利息及び受取配当金 △ 23 △ 58 35

      資金原価及び支払利息 176 251 △ 74

      投資有価証券等の評価・売却損益 491 112 379
      固定資産の売却・除却損益 66 90 △ 23

      出資金運用損失 2 33 △ 31
      金利キャップ評価損 0 26 △ 25

      営業債権の増減額（△増加） △ 31 409 △ 440

      たな卸資産の増減額（△増加） △ 602 △ 212 △ 390
      その他流動資産の増減額（△増加） 351 354 △ 2

      仕入債務の増減額（△減少） △ 737 △ 1,417 679
      その他流動負債の増減額（△減少） △ 227 △ 579 352

      その他固定負債の増減額（△減少） 34 △ 184 218

          小 計      309 1,490 △ 1,181

      利息及び配当金の受取額 24 58 △ 34
      利息の支払額 △ 182 △ 252 70

      法人税等の支払額 △ 914 △ 291 △ 623

    営業活動によるキャッシュ・フロー △ 763 1,004 △ 1,768

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

      定期預金の払戻による収入 6 15 △ 9
      有形固定資産の取得による支出 △ 178 △ 766 587

      有形固定資産の売却による収入 4 0 3
      投資有価証券の取得による支出 △ 137 △ 404 267

      投資有価証券の売却による収入 399 372 27

      その他 △ 55 30 △ 85

    投資活動によるキャッシュ・フロー 38 △ 752 791

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
      短期借入れによる収入 － 600 △ 600

      短期借入金の返済による支出 △ 200 △ 930 730
      長期借入れによる収入 3,300 800 2,500

      長期借入金の返済による支出 △ 3,789 △ 3,798 8

      自己株式の売却による収入 15 124 △ 109
      自己株式の取得による支出 △ 5 △ 680 675

      配当金の支払額 △ 387 △ 388 1

    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,066 △ 4,272 3,206

Ⅳ  現金及び現金同等物の増減額（△減少） △ 1,791 △ 4,020 2,229

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 6,528 10,549 △ 4,020

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高 4,736 6,528 △ 1,791
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

子会社４社は全て連結しております。

㈱ムトウサービス、㈱ムトウ流通センター、㈱ムトウクレジット、㈱ミック

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項

 (１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

満期保有目的債券              償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの              連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの              移動平均法による原価法

②  デリバティブ                  時価法

③  たな卸資産                    主として先入先出法による原価法

 (２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産                  主として定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物    ３～50年

②  無形固定資産

市場販売目的のソフトウェア    見込販売数量（有効期間３年以内）に基づく方法

自社利用のソフトウェア        社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

 (３) 重要な引当金の計上基準

①  商品調整引当金                連結会計年度末カタログ商品の旧型化損失に備えるため、商品ジャンル別に次式

により見積計上しております。

（カタログ商品連結会計年度末在高）×（過去３年の旧型化商品発生率）×（過

去３年の平均処分損率）

②  貸倒引当金                    売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、連結会計年度末の一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

③  賞与引当金                    使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支給する賞与に充てるため、

支給予定見積額の当連結会計年度負担分を計上しております。
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④  退職給付引当金                従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、連結会計年度末において発生していると認められる額を計

上しております。

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

⑤  役員退職慰労引当金            役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末所要額を計上

しております。

 (４) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(５) 重要なヘッジ会計の方法

①  ヘッジ会計の方法              繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用し

ております。

②  ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段                    金利スワップ

ヘッジ対象                    借入金

③  ヘッジ方針                    借入金の将来の金利変動によるリスクをヘッジしております。

④  ヘッジ有効性評価の方法        ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッ

ジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相

殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しておりま

す。

 (６) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理              税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。

なお、連結調整勘定の償却は終了しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度

（平成14年３月31日）

前連結会計年度

（平成13年３月31日）

  １  偶発債務   １  偶発債務
従業員持家融資制度に基

づく企業集団従業員の銀
行借入金の保証

24 百万円
従業員持家融資制度に基

づく企業集団従業員の銀
行借入金の保証

36 百万円

２  連結子会社（㈱ムトウクレジット）においては、

キャッシング業務等を行っております。当該業務にお

ける当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る貸出
未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

3,218 百万円

貸出実行残高 2,341 百万円

差引額 876 百万円
なお、上記当座貸越契約及び貸出コミットメント契
約においては、借入人の資金使途、信用状態等に関す

る審査を貸出の条件としているものが含まれているた

め、必ずしも当連結会計年度末の未実行残高 876百万
円全額が貸出実行されるものではありません。

※３  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次
の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度末残高

に含まれております。

※３  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次
の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度末残高

に含まれております。
受 取 手 形           14 百万円 受 取 手 形           7 百万円

支 払 手 形           0 百万円 支 払 手 形           6 百万円

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度
（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

前連結会計年度
（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31日）

※１  売上原価には、商品調整引当金繰入額 38百万円が

含まれております。

※１  売上原価には、商品調整引当金戻入額 24百万円が

含まれております。

※２  売上原価には、研究開発費 18百万円が含まれてお
ります。

※２  売上原価には、研究開発費 5百万円が含まれており
ます。

※３  固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３  固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。
機械装置及び運搬具           0 百万円 機械装置及び運搬具           0 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品           0 百万円 電 話 加 入 権           0 百万円

電 話 加 入 権           4 百万円 計 0 百万円

計 5 百万円

※４  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物           8 百万円 建 物 及 び 構 築 物           43 百万円

機械装置及び運搬具           0 百万円 機械装置及び運搬具           9 百万円
工 具 器 具 及 び 備 品           25 百万円 工 具 器 具 及 び 備 品           10 百万円

ソ フ ト ウ ェ ア           4 百万円 ソ フ ト ウ ェ ア           0 百万円

計 39 百万円 計 63 百万円
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度
（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

前連結会計年度
（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31日）

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係（平成14年３月
31日現在）

現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係（平成13年３月
31日現在）

現金及び預金勘定 4,736 百万円 現金及び預金勘定 6,534 百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
－ 百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金
△ 6 百万円

現金及び現金同等物 4,736 百万円 現金及び現金同等物 6,528 百万円

（リース取引関係）

当連結会計年度
（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

前連結会計年度
（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．借手側 １．借手側
 (１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 (１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取 得 価 額    

相 当 額     

減価償却累

計額相当額

期 末 残 高    

相 当 額     

取 得 価 額    

相 当 額     

減価償却累

計額相当額

期 末 残 高    

相 当 額     

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
その他の有

形固定資産
2,107 981 1,125

その他の有

形固定資産
2,082 890 1,192

無 形     
固 定 資 産     

68 14 53
無 形     
固 定 資 産     

47 2 45

合 計     2,175 996 1,179 合 計     2,130 893 1,237

 (２) 未経過リース料期末残高相当額  (２) 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内           432 百万円 １ 年 内           403 百万円
１ 年 超           771 百万円 １ 年 超           857 百万円

計 1,203 百万円 計 1,260 百万円

 (３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額

 (３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額

支 払 リ ー ス 料           508 百万円 支 払 リ ー ス 料           542 百万円
減 価 償 却 費 相 当 額           477 百万円 減 価 償 却 費 相 当 額           501 百万円

支 払 利 息 相 当 額           31 百万円 支 払 利 息 相 当 額           39 百万円

 (４) 減価償却費相当額の算定方法  (４) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

同 左     

 (５) 利息相当額の算定方法  (５) 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法に
ついては、利息法によっております。

同 左     
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当連結会計年度

（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

前連結会計年度

（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31日）

２．貸手側 ２．貸手側
 (１) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 (１) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

取 得 価 額     
減 価 償 却    

累 計 額     
期 末 残 高     取 得 価 額     

減 価 償 却    

累 計 額     
期 末 残 高     

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
その他の有

形固定資産
387 262 125

その他の有

形固定資産
514 297 216

無 形    
固 定 資 産     

51 32 18
無 形    
固 定 資 産     

67 34 32

合 計     439 295 144 合 計     581 332 249

 (２) 未経過リース料期末残高相当額  (２) 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内           86 百万円 １ 年 内           125 百万円
１ 年 超           79 百万円 １ 年 超           173 百万円

計 165 百万円 計 298 百万円
なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額
が、営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、「受取利子込み法」により、算定しておりま
す。

同 左     

 (３) 受取リース料及び減価償却費  (３) 受取リース料及び減価償却費
受 取 リ ー ス 料           121 百万円 受 取 リ ー ス 料           157 百万円

減 価 償 却 費           94 百万円 減 価 償 却 費           122 百万円
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（有価証券関係）

当連結会計年度（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成14年３月31日現在）

（単位  百万円）

区          分
連結貸借対照表
計    上    額

時    価 差    額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの

その他 99 99 0

合          計 99 99 0

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成14年３月31日現在）

（単位  百万円）

区          分 取得原価
連結貸借対照表

計    上    額
差    額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
株式 673 1,210 537

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
株式 402 390 △ 12

合          計 1,075 1,600 524

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について 488百万円減損処理を行っております。

なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末日の時価が取得原価に比べて原則として 30％以上下落した株

式について行っております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却損益の合計金額の重要性が乏しいため、注記を省略しております。

４．時価評価されていない有価証券（平成14年３月31日現在）

（単位  百万円）

内          容 連結貸借対照表計上額

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く。） 137

合          計 137

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成14年３月31日現在）

（単位  百万円）

区          分 １  年  以  内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10    年    超

債券
その他 99 － － －

合          計 99 － － －
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前連結会計年度（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成13年３月31日現在）

（単位  百万円）

区          分
連結貸借対照表

計    上    額
時    価 差    額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの
その他 100 100 0

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの
その他 299 299 △ 0

合          計 399 400 0

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成13年３月31日現在）

（単位  百万円）

区          分 取得原価
連結貸借対照表
計    上    額

差    額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式 674 1,347 672

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
株式 856 700 △ 156

合          計 1,531 2,047 516

（注）取得原価は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において 62百万円減損処理しております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

（単位  百万円）

売    却    額 売却益の合計 売却損の合計

19 2 11

４．時価評価されていない有価証券（平成13年３月31日現在）

（単位  百万円）

内          容 連結貸借対照表計上額

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く。） 132

合          計 132

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成13年３月31日現在）

（単位  百万円）

区          分 １  年  以  内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10    年    超

債券
その他 399 － － －

合          計 399 － － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

(１) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、金利関連の金利キャップ取引であります。

(２) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

(３) 取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金等の将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを回避する目的で利用してお

ります。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

ヘッジ会計の方法            繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用して

おります。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段                金利スワップ

ヘッジ対象                借入金

ヘッジ方針                  借入金の将来の金利変動によるリスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法      ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ

開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺す

るものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判断は省略しております。

(４) 取引に係るリスクの内容

取引の契約先は信用力の高い金融機関であり、信用リスクはほとんどないと認識しております。

また、金利キャップ取引は市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認識しております。

(５) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門

が決裁者の承認を得て行っております。

(６) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、又は計

算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。

２．取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

金利関連

（単位  百万円）

当連結会計年度

（平成14年３月31日）

前連結会計年度

（平成13年３月31日）

契約額等 契約額等
区  分 種    類

うち１年超
時価 評価損益

うち１年超
時価 評価損益

金利キャップ取引 1,600 1,600 1,600 1,600市 場 以 外
の 取 引 （キャップ料） (   16) (    4)

0 △ 15
(   27) (   16)

1 △ 26

合        計 1,600 1,600 0 △ 15 1,600 1,600 1 △ 26

(注) １．時価の算定方法

金利キャップ取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、第２３期（昭和41年６月期）から、適格退職年金制度を採用したが、第

３３期（昭和50年２月期）より厚生年金制度に退職年金を組入れた調整年金制度（厚生年金基金加算型）に全面的に移

行しました。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない

割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項

（単位  百万円）

当連結会計年度
（平成14年３月31日）

前連結会計年度
（平成13年３月31日）

イ．退職給付債務 △ 14,143 △ 11,181

ロ．年金資産 9,001 8,927

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 5,142 △ 2,253
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 － －

ホ．未認識数理計算上の差異 4,374 1,284

ヘ．未認識過去勤務債務 △ 102 －

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋へ） △ 870 △ 969
チ．前払年金費用 － －

リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 870 △ 969

(注) １．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

２．連結貸借対照表上、翌連結会計年度に支払う予定の割増退職金 118百万円は、流動負債の「未払金」に含めて計

上しており、退職給付引当金に含めておりません。

３．退職年金部分に係る給付水準減額の制度変更が行われたことにより、過去勤務債務が発生しております。

３．退職給付費用に関する事項

（単位  百万円）

当連結会計年度
（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

前連結会計年度
（自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日）

イ．勤務費用 (注) 384 384
ロ．利息費用 391 374

ハ．期待運用収益 △ 312 △ 333
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 － 733

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 128 －

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △ 8 －
ト．割増退職金 120 170

チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） 704 1,330

 (注) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ．割引率 2.5 ％（期首時点においては、3.5 ％を適用。）
ハ．期待運用収益率 3.5 ％

ニ．会計基準変更時差異の処理年数 １ 年
ホ．数理計算上の差異の処理年数 10 年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により、翌連結会計年度から費用処理すること

としております。）
ヘ．過去勤務債務の額の処理年数 10 年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により、費用処理しております。）
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（税効果会計関係）

当連結会計年度
（平成14年３月31日）

前連結会計年度
（平成13年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳
繰延税金資産 繰延税金資産

貸倒引当金 86 百万円 貸倒引当金 90 百万円
賞与引当金 167 百万円 賞与引当金 124 百万円

商品調整引当金 64 百万円 商品調整引当金 48 百万円

退職給付引当金 357 百万円 退職給付引当金 332 百万円
役員退職慰労引当金 65 百万円 役員退職慰労引当金 61 百万円

減価償却費 240 百万円 減価償却費 165 百万円
販売用カタログ費用等 46 百万円 販売用カタログ費用等 54 百万円

投資有価証券評価損 241 百万円 未払事業税 65 百万円

その他 112 百万円 未実現利益 111 百万円

繰延税金資産合計 1,381 百万円 その他 152 百万円

繰延税金資産小計 1,206 百万円

繰延税金負債 評価性引当額 △ 37 百万円

固定資産圧縮積立金 20 百万円 繰延税金資産合計 1,168 百万円
その他有価証券評価差額金 215 百万円 繰延税金負債との相殺額 △ 231 百万円

繰延税金負債合計 236 百万円 繰延税金資産純額 937 百万円

繰延税金資産純額 1,145 百万円

    繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 20 百万円
その他有価証券評価差額金 212 百万円

繰延税金負債合計 233 百万円
繰延税金資産との相殺額 △ 231 百万円

繰延税金負債純額 1 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.1 ％ 法定実効税率 41.1 ％
（調整） （調整）

交際費等永久に損金に算

入されない項目
5.2 ％

交際費等永久に損金に算

入されない項目
3.1 ％

受取配当金等永久に益金

に算入されない項目
△ 1.3 ％

受取配当金等永久に益金

に算入されない項目
△ 0.7 ％

住民税均等割額等 14.0 ％ 住民税均等割額等 1.4 ％

評価性引当額 △ 7.6 ％ 評価性引当額 △ 44.3 ％

未実現利益 28.8 ％ その他 △ 1.8 ％

その他 △ 0.1 ％ 税効果会計適用後の法人税

等の負担率
△ 1.2 ％

税効果会計適用後の法人税

等の負担率
80.1 ％
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

（単位  百万円）

通信販売    

事 業    

金 融    

事 業    

情報処理    

事 業    

その他の    

事 業    
計
消去又は    

全 社    
連 結   

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売上高
   (１) 外部顧客に対する売上高 52,381 1,764 1,883 2,172 58,202 － 58,202

   (２) セグメント間の内部売上高又は振替高 348 77 1,038 17 1,481 ( 1,481) －

計 52,730 1,841 2,921 2,189 59,683 ( 1,481) 58,202

    営業費用 52,719 1,649 2,807 2,129 59,306 ( 1,682) 57,623

      営業利益 10 192 114 60 377 201 578

Ⅱ  資産、減価償却費及び資本的支出
    資 産     36,854 14,877 815 690 53,238 ( 8,074) 45,163

    減価償却費 376 129 7 8 522 0 523

    資本的支出 177 9 20 6 214       － 214

前連結会計年度（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31日）

（単位  百万円）

通信販売    

事 業    

金 融    

事 業    

情報処理    

事 業    

その他の    

事 業    
計
消去又は    

全 社    
連 結   

Ⅰ  売上高及び営業損益
    売上高

   (１) 外部顧客に対する売上高 55,735 1,793 1,787 2,284 61,601 － 61,601

   (２) セグメント間の内部売上高又は振替高 333 104 1,085 20 1,543 ( 1,543) －

計 56,068 1,898 2,873 2,304 63,145 ( 1,543) 61,601

    営業費用 54,729 1,582 2,638 2,272 61,223 ( 1,704) 59,519

      営業利益 1,338 316 234 31 1,921 160 2,081

Ⅱ  資産、減価償却費及び資本的支出

    資 産     39,106 14,709 752 761 55,329 ( 7,674) 47,655

    減価償却費 406 184 7 10 609 (     9) 600

    資本的支出 757 58 15 8 840       － 840

(注) １．事業区分の方法は、企業集団内の事業展開を基準として区分しております。

２．事業区分の主要な内容

(１) 通信販売事業  カタログ通信販売業、商品の出荷・保管請負業

(２) 金 融 事 業        割賦債権買取業、融資業

(３) 情報処理事業  情報処理業

(４) その他の事業  衣料品の店舗小売業、法人向け商品斡旋業

３．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用及びその償却額を含んでおります。

２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）及び前連結会計年度（自  平成12年４月１日  至

平成13年３月31日）においては、在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

３．海外売上高

当連結会計年度（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）及び前連結会計年度（自  平成12年４月１日  至

平成13年３月31日）においては、海外売上高がないため、該当事項はありません。

（関連当事者との取引）

当連結会計年度（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）及び前連結会計年度（自  平成12年４月１日  至  平

成13年３月31日）においては、該当事項はありません。
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仕 入 及 び 販 売 の 状 況            

仕入の状況

（単位  百万円）

当連結会計年度
（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

前連結会計年度
（自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日）

年度別

事 業 の 種 類 別        

セグメントの名称
金 額      前連結会計年度比 金 額      前連結会計年度比

通 信 販 売 事 業          29,706 △ 4.7 ％ 31,169 △ 6.0 ％

情 報 処 理 事 業          227 13.0 201 △ 39.7

そ の 他 の 事 業          1,220 △ 9.2 1,342 △ 17.3

計 31,154 △ 4.8 32,714 △ 6.9

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

販売の状況

（単位  百万円）

当連結会計年度

（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

前連結会計年度

（自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日）

年度別

事 業 の 種 類 別        

セグメントの名称
金 額      前連結会計年度比 金 額      前連結会計年度比

通 信 販 売 事 業          52,381 △ 6.0 ％ 55,735 △ 9.1 ％

金 融 事 業          1,764 △ 1.6 1,793 △ 2.8

情 報 処 理 事 業          1,883 5.3 1,787 22.6

そ の 他 の 事 業          2,172 △ 4.9 2,284 △ 18.2

計 58,202 △ 5.5 61,601 △ 8.6

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。



平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 2日

上   場   会   社   名       株式会社  ムトウ 上場取引所 東 名

コード番号       8005 本社所在都道府県

（ＵＲＬ http://www.mutow.com/）

問合せ先  責任者役職名 経 理 部 長 静岡県

　 　　  氏　　    名 松 枝 仁 志 TEL (053) 464 - 1126
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 2日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 24日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 51,714 △ 6.0 △ 194 - 355 △ 77.1

13年  3月期 54,992 △ 9.2 1,048 △ 33.8 1,551 △ 24.5

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 154 - △ 6.02 - △ 0.8 1.0 0.7

13年  3月期 1,127 △ 43.7 42.60 - 5.4 4.0 2.8

(注)①期中平均株式数 14年  3月期    25,724,688 株　　　13年  3月期    26,475,516 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 15.00 7.50 7.50 385 - 1.9

13年  3月期 15.00 7.50 7.50 385 34.2 1.8

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 35,633 20,276 56.9 788.20

13年  3月期 38,201 21,336 55.9 806.06

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　25,724,653 株　13年  3月期     　26,470,650 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期        　745,997 株　13年  3月期        　762,629 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 25,600 150 60 7.50 － －

通　　期 53,500 700 350 － 7.50 15.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     13 円  61 銭

※  上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予
  想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の8ページをご参照ください。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

１株当たり年間配当金
配当性向

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金
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個 別 財 務 諸 表 等            

貸借対照表

（単位  百万円）

第６１期
（平成14年３月31日）

第６０期
（平成13年３月31日）

期 別    

科 目    
金 額      構成比 金 額      構成比

比較増減

（ 資 産 の 部 ）          ％ ％

Ⅰ  流 動 資 産         

１  現 金 及 び 預 金         3,948 5,471 △ 1,523
２  受 取 手 形          ※5 29 13 15

３  売 掛 金          ※2 10,175 10,501 △ 326

４  有 価 証 券         99 399 △ 299
５  自 己 株 式         － 15 △ 15

６  商 品         2,956 2,436 520
７  商 品 調 整 引 当 金         △ 156 △ 118 △ 38

８  前 渡 金         2 5 △ 3

９  前 払 費 用         704 1,287 △ 582
10  関係会社短期貸付金         4,320 3,892 427

11  未 収 入 金         419 223 196
12  繰 延 税 金 資 産         280 307 △ 26

13  そ の 他         7 12 △ 4

14  貸 倒 引 当 金         △ 141 △ 184 42

流 動 資 産 合 計           22,646 63.6 24,264 63.5 △ 1,617

Ⅱ  固 定 資 産         

 (１) 有 形 固 定 資 産          
１  建 物         5,119 5,095

減 価 償 却 累 計 額         △ 2,969 2,149 △ 2,794 2,301 △ 151

２  構 築 物         323 321

減 価 償 却 累 計 額         △ 223 100 △ 207 114 △ 14

３  機 械 及 び 装 置         101 101

減 価 償 却 累 計 額         △ 90 11 △ 88 13 △ 2

４  車 両 及 び 運 搬 具         14 14
減 価 償 却 累 計 額         △ 13 0 △ 13 1 △ 0

５  工具器具及び備品         311 309
減 価 償 却 累 計 額         △ 260 51 △ 245 63 △ 12

６  土 地         4,865 4,865 －
    ７  建 設 仮 勘 定         － 3 △ 3

有 形固定資産合計          7,179 20.1 7,363 19.3 △ 184
 (２) 無 形 固 定 資 産          

１  電 話 加 入 権         41 48 △ 6
２  ソ フ ト ウ ェ ア         66 5 61

    ３  そ の 他         － 20 △ 20

無 形固定資産合計          108 0.3 73 0.2 34

 (３) 投 資その他の資産          
１  投 資 有 価 証 券         1,737 2,180 △ 443

２  関 係 会 社 株 式         386 386 －
３  自 己 株 式         － 521 △ 521

４  出 資 金         17 36 △ 18

５  関係会社長期貸付金         2,848 2,970 △ 122
６  繰 延 税 金 資 産         454 156 297

７  そ の 他         280 277 3
８  貸 倒 引 当 金         △ 25 △ 31 5

投資その他の資産合計          5,699 16.0 6,499 17.0 △ 799

固 定 資 産 合 計           12,987 36.4 13,936 36.5 △ 949

資 産 合 計           35,633 100.0 38,201 100.0 △ 2,567
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（単位  百万円）

第６１期

（平成14年３月31日）

第６０期

（平成13年３月31日）

期 別    

科 目    金 額      構成比 金 額      構成比

比較増減

（ 負 債 の 部 ）          ％ ％

Ⅰ  流 動 負 債         

１  支 払 手 形         3,853 4,146 △ 293

２  買 掛 金         5,401 5,797 △ 395
３  短 期 借 入 金         1,300 2,300 △ 1,000

４  未 払 金         1,646 1,989 △ 343
５  未 払 費 用         8 10 △ 2

６  未 払 法 人 税 等         164 589 △ 425

７  未 払 消 費 税 等         81 68 13
８  預 り 金         336 360 △ 24

９  賞 与 引 当 金         381 383 △ 2

流 動 負 債 合 計           13,172 37.0 15,646 40.9 △ 2,474

Ⅱ  固 定 負 債         

１  長 期 借 入 金         1,500 500 1,000

２  退 職 給 付 引 当 金         550 607 △ 56

３  役員退職慰労引当金         121 94 26

４  そ の 他         14 16 △ 2

固 定 負 債 合 計           2,185 6.1 1,218 3.2 967

負 債 合 計           15,357 43.1 16,864 44.1 △ 1,506

（ 資 本 の 部 ）          

Ⅰ  資 本 金              ※1 4,453 12.5 4,453 11.7 －

Ⅱ  資 本 準 備 金         5,925 16.6 5,925 15.5 －

Ⅲ  利 益 準 備 金         601 1.7 581 1.5 20

Ⅳ  そ の 他 の 剰 余 金         

 (１) 任 意 積 立 金          
１  固定資産圧縮積立金         27 27

２  別 途 積 立 金         9,540 9,567 8,940 8,967 600

 (２) 当 期 未 処 分 利 益          

（△は当期未処理損失）
△ 55 1,104 △ 1,160

その他の剰余金合計           9,511 26.7 10,072 26.4 △ 560

Ⅴ  その他有価証券評価差額金         308 0.9 303 0.8 4

Ⅵ  自 己 株 式         △ 524 △1.5 － △ 524

資 本 合 計           20,276 56.9 21,336 55.9 △ 1,060

負 債 資 本 合 計           35,633 100.0 38,201 100.0 △ 2,567
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損益計算書

（単位  百万円）

第６１期
（自  平成13年４月１日

至  平成14年３月31日）

第６０期
（自  平成12年４月１日

至  平成13年３月31日）

期 別    

科 目    金 額      百分比 金 額      百分比

比較増減

％ ％
Ⅰ  売 上 高          51,714 100.0 54,992 100.0 △ 3,277

Ⅱ  売 上 原 価          

１  商 品期首たな卸高          2,436 2,202
２  当 期 商 品 仕 入 高          29,914 31,386

３  他 勘 定 振 替 高           ※1 6     6

合 計      32,344 33,583

４  商 品期末たな卸高          2,956  2,436

差 引 計      29,387 31,146

５  商品調整引当金繰入          38 －
６  商品調整引当金戻入          － 29,425 56.9    24 31,122 56.6 △ 1,696

売 上 総 利 益          22,289 43.1 23,870 43.4 △ 1,581

Ⅲ  販売費及び一般管理費
１  販 売 手 数 料          561 625

２  運 賃 諸 掛          3,139 3,329
３  広 告 宣 伝 費          10,543 10,473

４  貸 倒 引 当 金 繰 入          46 －

５  給 料 手 当          3,195 3,228
６  賞 与 引 当 金 繰 入          381 383

７  退 職 給 付 費 用          489 406
８  役員退職慰労引当金繰入          26 36

９  通 信 費          545 722

10  減 価 償 却 費          214 213
11  支 払 手 数 料          1,112 1,219

12  そ の 他          2,227 22,483 43.5 2,183 22,822 41.5 △ 338

営 業 利 益          

（ △ は 営 業 損 失 ）           
△ 194 △0.4 1,048 1.9 △ 1,242

Ⅳ  営 業 外 収 益          
１  受 取 利 息           ※2 126 104

２  有 価 証 券 利 息          7 33

３  受 取 配 当 金          25 28
４  仕 入 割 引          35 35

５  不 動 産 賃 貸 料           ※2 207 191
６  カ タログ売却収入          68 68

７  雑 収 入          143 615 1.2 142 604 1.1 10

Ⅴ  営 業 外 費 用          

１  支 払 利 息          52 57
２  出 資 金 運 用 損 失          2 33

３  雑 損 失          10 65 0.1 9 100 0.2 △ 35

経 常 利 益          355 0.7 1,551 2.8 △ 1,196
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（単位  百万円）

第６１期

（自  平成13年４月１日
至  平成14年３月31日）

第６０期

（自  平成12年４月１日
至  平成13年３月31日）

期 別    

科 目    
金 額      百分比 金 額      百分比

比較増減

％ ％
Ⅵ  特 別 利 益          

１  前 期 損 益 修 正 益           ※5 － 62

  ２  貸 倒引当金戻入益          － － 64 127 0.2 △ 127

Ⅶ  特 別 損 失          
１  固 定 資 産 売 却 損           ※3 3 0

２  固 定 資 産 除 却 損           ※4 13 45
３  投資有価証券評価損          488 101

  ４  退職給付会計基準変更時差異          － 465

  ５  そ の 他          18 524 1.0 11 623 1.1 △ 99

税 引前当期純利益          

（△は税引前当期純損失）             
△ 168 △0.3 1,055 1.9 △ 1,223

法人税、住民税及び事業税          187 622

過 年 度 法 人 税 等          72 －
法 人 税 等 調 整 額          △ 274 △ 14 △0.0 △ 695 △ 72 △0.2 58

当 期 純 利 益          
（△は当期純損失）           

△ 154 △0.3 1,127 2.1 △ 1,282

前 期 繰 越 利 益          292 233 58
利益による自己株式消却額          － 44

中 間 配 当 額          192 192
中 間 配 当 に 伴 う          

利 益準備金積立額          
－ 19

当 期 未 処 分 利 益          
（△は当期未処理損失）

△ 55 1,104 △ 1,160

利益処分案

（単位  百万円）

第６１期
（平成14年３月）

第６０期
（平成13年３月）

期 別    

科 目    
金 額      金 額      

比較増減

Ⅰ  当 期 未 処 分 利 益           
（△は当期未処理損失）            

△　55 1,104 △ 1,160

Ⅱ  任 意 積 立 金 取 崩 高           

１　別途積立金取崩高          600 600 － － 600

合 計         544 1,104 △ 560
Ⅲ  利 益 処 分 額           

１  利 益 準 備 金          － 20

２  配 当 金          192 192
１株につき

普通配当7.5円

１株につき

普通配当7.5円
３  任 意 積 立 金          

別 途 積 立 金         － 192 600 812 　△ 619

Ⅳ  次 期 繰 越 利 益           351 292 59
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券                償却原価法（定額法）

子会社株式                      移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの                期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの                移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産                  定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物      ３～50年

構築物    ７～40年

(２) 無形固定資産

自社利用のソフトウェア        社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

４．引当金の計上基準

(１) 商品調整引当金                期末カタログ商品の旧型化損失に備えるため、商品ジャンル別に次式により見積計

上しております。

（カタログ商品期末在高）×（過去３期の旧型化商品発生率）×（過去３期の平均

処分損率）

(２) 貸倒引当金                    売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、期末の一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(３) 賞与引当金                    使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支給する賞与に充てるため、

支給予定見積額の当期負担分を計上しております。

(４) 退職給付引当金                従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、期末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理することとしております。

(５) 役員退職慰労引当金            役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末所要額を計上しております。

５．割賦販売の会計処理

割賦販売売上高については、一般販売売上高と同一の販売基準を採用しております。
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６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．重要なヘッジ会計の方法

(１)  ヘッジ会計の方法              繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用し

ております。

(２)  ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段                   金利スワップ

ヘッジ対象                   借入金

(３)  ヘッジ方針                    借入金の将来の金利変動によるリスクをヘッジしております。

(４)  ヘッジ有効性評価の方法        ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッ

ジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相

殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しておりま

す。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理              税抜方式によっております。

追加情報

自己株式

前期において資産の部に計上していた「自己株式」（流動資産 2百万円、固定資産 521百万円）は、財務諸表等規則の

改正により当期末においては資本の部の末尾に表示しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第６１期
（平成14年３月31日）

第６０期
（平成13年３月31日）

※１  授権株式数及び発行済株式総数 ※１  授権株式数及び発行済株式総数

授 権 株 式 数           80,000,000 株 同      左
ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合は、これに相当する株式を減ずることとなっており
ます。

なお、平成10年10月13日、平成11年３月１日及び平

成11年７月１日の取締役会決議に基づき、利益による
自己株式の消却を行ったため 1,100,000株が減少して

おります。
発 行 済 株 式 総 数           26,470,650 株

※２  関係会社に係る注記 ※２  関係会社に係る注記
売 掛 金           1,222 百万円 売 掛 金           1,186 百万円

３  偶発債務 ３  偶発債務

関係会社の銀行借入金の保証 関係会社の銀行等借入金の保証

㈱ ム ト ウ サ ー ビ ス           4 百万円 ㈱ ム ト ウ サ ー ビ ス           20 百万円
㈱ムトウ流通センター           591 百万円 ㈱ムトウ流通センター           712 百万円

㈱ムトウクレジット           2,000 百万円 ㈱ムトウクレジット           2,052 百万円

小  計 2,595 百万円 小  計 2,785 百万円

従業員持家融資制度に基
づく当社及び関係会社従

業員の銀行借入金の保証

24 百万円
従業員持家融資制度に基
づく当社及び関係会社従

業員の銀行借入金の保証

36 百万円

偶発債務合計 2,620 百万円 偶発債務合計 2,821 百万円

４  配当制限

貸借対照表上に計上されているその他の剰余金のう

ち 537百万円については、当該金額がストックオプ
ション制度により取得した自己株式の合計額であるた

め、商法第２９０条第１項第５号の規定により、配当
に充当することが制限されております。

※５  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理しております。なお、当期末日は金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、
期末残高に含まれております。

※５  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日
をもって決済処理しております。なお、当期末日は金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、
期末残高に含まれております。

受 取 手 形           6 百万円 受 取 手 形           3 百万円
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（損益計算書関係）

第６１期
（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

第６０期
（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31日）

※１  他勘定振替高の主な内訳は、次のとおりでありま

す。

※１  他勘定振替高の主な内訳は、次のとおりでありま

す。
広告宣伝費への振替          額 3 百万円 広告宣伝費への振替          額 3 百万円

雑 損 失 へ の 振 替 額           1 百万円 雑 損 失 へ の 振 替 額           1 百万円

※２  関係会社との取引に係る注記 ※２  関係会社との取引に係る注記
受 取 利 息           125 百万円 受 取 利 息           99 百万円

不 動 産 賃 貸 料           99 百万円 不 動 産 賃 貸 料           83 百万円

※３  固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３  固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

電 話 加 入 権           3 百万円 電 話 加 入 権           0 百万円

※４  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建 物           8 百万円 建 物           38 百万円
工 具 器 具 及 び 備 品           0 百万円 構 築 物           0 百万円

ソ フ ト ウ ェ ア           4 百万円 機 械 及 び 装 置           5 百万円

計 13 百万円 工 具 器 具 及 び 備 品           0 百万円

計 45 百万円

※５  前期損益修正益

前々期末に処理した厚生年金基金の過去勤務費用に

ついては、関係会社分も含めて未払計上し来期までの
３年間、特別掛金として厚生年金基金に拠出する予定

でありましたが、前期末において厚生年金基金の不足
金が解消され、未払計上した残額を「前期損益修正

益」として計上しております。



株式会社  ムトウ

- ３５ -

（リース取引関係）

第６１期
（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）

第６０期
（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

(１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

取 得 価 額    
相 当 額     

減価償却累
計額相当額

期 末 残 高    
相 当 額     

取 得 価 額    
相 当 額     

減価償却累
計額相当額

期 末 残 高    
相 当 額     

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
工 具 器 具    
及 び 備 品     

823 414 408
機 械 及 び    
装 置     

56 54 2

合 計     823 414 408
工 具 器 具    

及 び 備 品     
764 374 389

合 計     821 428 392

(２) 未経過リース料期末残高相当額 (２) 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内           184 百万円 １ 年 内           166 百万円

１ 年 超           231 百万円 １ 年 超           235 百万円

計 416 百万円 計 401 百万円

(３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額
支 払 リ ー ス 料           201 百万円 支 払 リ ー ス 料           201 百万円

減 価 償 却 費 相 当 額           188 百万円 減 価 償 却 費 相 当 額           187 百万円
支 払 利 息 相 当 額           10 百万円 支 払 利 息 相 当 額           13 百万円

(４) 減価償却費相当額の算定方法 (４) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同 左     

(５) 利息相当額の算定方法 (５) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同 左     
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（有価証券関係）

第６１期（自  平成13年４月１日  至  平成14年３月31日）及び第６０期（自  平成12年４月１日  至  平成13年３月31

日）において子会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

第６１期
（平成14年３月31日）

第６０期
（平成13年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳
繰延税金資産 繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度
超過額

10 百万円
貸倒引当金損金算入限度
超過額

22 百万円

賞与引当金損金算入限度
超過額

109 百万円
賞与引当金損金算入限度
超過額

81 百万円

商品調整引当金否認 64 百万円 商品調整引当金否認 48 百万円

退職給付引当金否認 226 百万円 退職給付引当金否認 189 百万円
役員退職慰労引当金否認 49 百万円 役員退職慰労引当金否認 38 百万円

減価償却超過額 154 百万円 減価償却超過額 104 百万円
販売用カタログ費用等否

認
46 百万円

販売用カタログ費用等否

認
54 百万円

投資有価証券評価損否認 241 百万円 未払事業税 51 百万円
その他 67 百万円 投資有価証券評価損否認 41 百万円

繰延税金資産合計 969 百万円 その他 61 百万円

繰延税金資産合計 695 百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 19 百万円 繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 19 百万円その他有価証券評価差額

金
215 百万円

繰延税金負債合計 234 百万円

その他有価証券評価差額

金
212 百万円

繰延税金資産の純額 735 百万円 繰延税金負債合計 231 百万円

繰延税金資産の純額 464 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.1 ％ 法定実効税率 41.1 ％

（調整） （調整）
交際費等永久に損金に算

入されない項目
△ 9.1 ％

交際費等永久に損金に算

入されない項目
3.9 ％

受取配当金等永久に益金

に算入されない項目
5.5 ％

受取配当金等永久に益金

に算入されない項目
△ 0.9 ％

住民税均等割額等 △ 28.2 ％ 住民税均等割額等 1.9 ％
その他 △ 0.9 ％ 繰延税金資産の評価性引

当金額
△ 53.0 ％

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

8.4 ％
その他 0.1 ％

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

△ 6.9 ％
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役 員 の 異 動            

（平成１４年６月２４日付予定）

１．代表者の異動

該当事項はありません。

２．その他の役員の異動

(１) 新任取締役候補者

常  務  取  締  役

ダイレクト事業統括部

長兼務生協事業部長

やま

山  
だ

田    
おさむ

修
（現　常勤顧問、ダイレクト事業統括部長兼務生協

事業部長）

※　平成１４年６月２４日開催の定時株主総会終了後の取締役会において常務取締役に選任予

定。

(２) 新任監査役（非常勤）候補者

とき

時  
ひさ

久  
りょう

亮  
じ

司    （元　静岡保険総合サービス株式会社専務執行役員）

　 　

ご

後  
とう

藤  
みつ

光  
あき

明　　  (現　株式会社ハマキョウレックス顧問)

※　時久亮司及び後藤光明の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第

１８条第１項に定める社外監査役の候補者であります。

(３) 退任予定取締役

おお

大  
ば

庭  
ひさ

久  
かず

和     （現　常務取締役）
※　ムトウ健康保険組合及びムトウ厚生年金基金の常務理事に就任。（平成１４年４月１日付）

(４) 退任予定監査役

にし

西  
がき

垣  
かず

量  
ひろ

弘　　 （現　常勤監査役）


